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平成１４年９月期   個別中間財務諸表の概要              平成１４年５月２２日
上場会社名  浜松ホトニクス株式会社
コード番号     ６９６５  上場取引所  東京
本社所在地 静岡県浜松市市野町１１２６番地の１ 本社所在都道府県

問い合せ先 責任者役職名  取締役管理部長 静岡県

氏 名      鈴 木 志 明                       ＴＥＬ 053－452－2141㈹
中間決算取締役会開催日 平成１４年５月２２日           中間配当制度の有無    有
中間配当支払開始日        平成１４年６月１１日           単元株制度採用の有無  有（１単元 １００株）

１．１４年３月中間期の業績（平成 13年 10 月 1日～平成 14年 3月 31 日）

（１）経営成績                               （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売 上 高    (対前年中間期増減率) 営業利益     (対前年中間期増減率) 経常利益    (対前年中間期増減率)

14 年 3月中間期

13年 3月中間期

        百万円         ％
  ２５，０１４（△１０．２）

  ２７，８４７（  ３０．６）

      百万円            ％
  ２，２９５（△  ４９．６）
  ４，５５６（  １０５．６）

     百万円            ％
 ３，０６１（△  ３４．６）

 ４，６８３（    ８６．７）
13年 9月期   ５２，７２２   ６，８００  ６，９１４

中間(当期)純利益 (対前年中間期増減率)
１株当たり

中間(当期)純利益

14年 3月中間期

13年 3月中間期

           百万円            ％
       １，４４７ （△  ２６．４）
       １，９６６ （    ３８．２）

      円    銭
   ２１  ４５

   ５９  １８
13年 9月期        ２，３９６    ３５  ８１

（注）①期中平均株式数    １４年３月中間期 ６７，５０５，６３１株

１３年３月中間期 ３３，２２５，０５６株

１３年９月期 ６６，９２５，２９０株

②会計処理の方法の変更   無
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

（２）配当状況

１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

14年 3月中間期

13年 3月中間期

    円  銭

    ５  00

    ７  00

           

    

    

13 年 9月期         ―    １２円 00銭

（注）１４年３月中間期配当金の内訳 ： 記念配当    ０円 00銭、特別配当    ０円 00銭

（３）財政状態

総 資 産        株 主 資 本        株 主 資 本 比 率          １株当たり株主資本

14年 3月中間期

13年 3月中間期

         百万円
 １０７，８１９
 １１０，３７１

         百万円
   ４６，５６０
   ４３，３１８

              ％
       ４３．２
       ３９．２

         円    銭
     ６８９   １３
 １，２９８   ９９

13年 9月期  １０６，１２５    ４５，２４２        ４２．６      ６７０   ８３
（注）①期末発行済株式数 14 年 3月中間期 67,564,094 株  13 年 3月中間期 33,347,650 株 13 年９月期 67,443,096 株

②期末自己株式数 14年 3月中間期 460 株 13 年 3月中間期 380 株 13 年９月期 14株

                               
２．１４年９月期の業績予想（平成１３年１０月１日～平成１４年９月３０日）

１株当たり年間配当金          
売上高 経常利益 当期純利益

期 末    

通 期      
       百万円
 ５１，２００

      百万円
  ５，４００

       百万円
   ２，６００

   円   銭
   ５  ００

    円   銭
  １０  ００

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）       ３８円４８銭
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Ⅰ．中 間 貸 借 対 照 表         
（単位：百万円）

当中間会計期間末
(平成 14年 3月 31日現在)

前中間会計期間末
(平成 13年 3月 31日現在)

前事業年度末
(平成 13年 9月 30日現在)

期 別    

科 目    
金 額    構成比 金 額    構成比 金 額    構成比

Ⅰ  流 動 資 産          

現 金 及 び 預 金          

受 取 手 形          

売 掛 金          

製 品 及 び 商 品          

原 材 料          

仕 掛 品          

貯 蔵 品          

繰 延 税 金 資 産          

そ の 他          

貸 倒 引 当 金          

21,632

 3,353

14,809

 1,788

2,445

5,468

413

   682

   647

△ 44

％

 

26,706

 4,856

16,977

 1,643

2,449

5,726

467

   545

   461

△ 84

％

 

 22,713

 3,472

14,546

 1,947

2,547

5,461

411

 456

942

△ 71

％

  

  

  

流 動 資 産 合 計        51,195 47.5 59,750 54.1 52,428 49.4

Ⅱ  固 定 資 産          

有 形 固 定 資 産          

建 物          

機 械 及 び 装 置          

工具、器具及び備品          

土 地          

建 設 仮 勘 定          

そ の 他          

無 形 固 定 資 産          

投 資 そ の 他 の 資 産          

投 資 有 価 証 券          

関 係 会 社 株 式          

出 資 金          

関 係 会 社 出 資 金          

長 期 貸 付 金          

繰 延 税 金 資 産          

そ の 他          

貸 倒 引 当 金          

43,258

 18,251

 7,380

 3,475

11,260

 2,373

   518

 353

 13,012

 1,782

 5,105

12

1,298

11

3,609

1,209

△  16

40.1

  

  

  

0.3

12.1

38,265

 13,566

 5,911

 2,961

11,210

 4,208

   407

 269

 12,086

 2,327

 5,169

12

1,064

11

2,460

1,053

△  14

34.7

  

  

  

0.2

11.0

40,712

 16,080

 6,627

 3,100

   11,210

   3,232

   460

 302

 12,681

 1,880

 5,160

   12

1,049

11

3,421

1,160

△  15

38.4

   0.3

  11.9

固 定 資 産 合 計        56,624 52.5 50,621 45.9 53,696   50.6

資 産 合 計            107,819  100.0   110,371  100.0 106,125 100.0
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（単位：百万円）

当中間会計期間末
(平成 14年 3月 31日現在)

前中間会計期間末
(平成 13年 3月 31日現在)

前事業年度末
(平成 13年 9月 30日現在)

期 別    

科 目    
金 額    構成比 金 額    構成比 金 額    構成比

Ⅰ  流 動 負 債          

支 払 手 形          

買 掛 金          

短 期 借 入 金          

5,795

 1,844

2,100

％

 

7,736

 2,115

3,400

％

 

 6,350

 1,532

2,900

％

  

  

一年以内返済予定          

      長 期 借 入 金       
420 352  430

未 払 金          

未 払 法 人 税 等          

未 払 費 用          

前 受 金          

賞 与 引 当 金          

設 備 購入支払手形          

社 内 預 金          

そ の 他          

1,612

1,195

   371

   303

1,692

3,957

608

171

1,695

1,698

   382

   345

1,716

4,322

801

161

1,494

710

 349

306

1,827

3,107

696

174

  

流 動 負 債 合 計        20,073 18.6 24,728 22.4 19,879 18.7

Ⅱ  固 定 負 債          

転 換 社 債          

長 期 借 入 金          

退 職 給 付 引 当 金          

役員退職慰労引当金          

19,939

12,264

8,331

651

21,454

12,559

8,092

219

20,063

12,348

8,153

438

固 定 負 債 合 計        41,185 38.2 42,325 38.4 41,003 38.7

負 債 合 計        61,259 56.8 67,053 60.8 60,882 57.4

Ⅰ  資 本 金          

Ⅱ  資 本 準 備 金          

Ⅲ  利 益 準 備 金          

Ⅳ  そ の 他 の 剰 余 金          

特 別 償 却 準 備 金          

別 途 積 立 金          

中間(当期)未処分利益
(うち中間(当期)純利益)

15,666

15,381

 695

  

  215

   12,100

 2,386

 (1,447)

14.5

14.3

0.7

  

  

14,908

14,624

 631

  

  263

   10,300

 2,950

 (1,966)

13.5

13.2

0.6

  

  

15,604

15,320

 655

  

 263

 10,300

3,124

 （2,396）

14.7

14.4

0.6

  

その他の剰余金合計 14,702 13.6 13,513 12.2  13,687  12.9

Ⅴ  その他有価証券評価差額金

Ⅵ  自 己 株 式          

115

△    1

0.1

△0.0

△  360

―

△0.3

―

△  24

―

△0.0

―

資 本 合 計        46,560 43.2 43,318 39.2 45,242 42.6

負 債 ・ 資 本 合 計            107,819  100.0   110,371  100.0   106,125  100.0
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Ⅱ 中 間 損 益 計 算 書         

（単位：百万円）

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

(
自平成 13 年 10 月１日

至平成 14 年 3 月 31 日
) (
自平成 12 年 10 月１日

至平成 13 年 3 月 31 日
) (
自平成 12 年 10 月 1 日

至平成 13 年９月 30 日
）

                期 別    

 科 目    金 額    百分比 金 額    百分比 金 額    百分比

Ⅰ 売 上 高          

Ⅱ 売 上 原 価          

   売 上 総 利 益          

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

25,014

13,989

 11,025

 8,729

％

100.0

 55.9

 44.1

 34.9

27,847

14,760

 13,086

 8,529

％

100.0

 53.0

 47.0

 30.6

52,722

28,866

23,856

17,056

％

 100.0

  54.8

  45.2

   32.3

   営 業 利 益           2,295   9.2  4,556  16.4 6,800   12.9

Ⅳ 営 業 外 収 益          

 受取利息及び配当金          

 投資不動産等賃貸収入

 為 替 差 益          

 そ の 他          

Ⅴ 営 業 外 費 用          

   支 払 利 息          

   社 債 利 息          
 投資不動産等に係る諸費用

 社 債 発 行 費          

そ の 他          

1,006

   447

   127

    344

86

   241

   147

    26

64

     ―

      2

  4.0

  1.0

828

   271

   126

    290

140

   702

   153

    32

    56

     457

      3

  2.9

  2.5

1,088

336

249

167

335

974

303

 57

116

457

38

   2.1

   1.9

    経 常 利 益           3,061  12.2  4,683  16.8 6,914    13.1

Ⅵ 特 別 利 益          

Ⅶ 特 別 損 失          
 固定資産売却及び除却損

投資有価証券評価損          

関 係 会 社 清 算 損          

25

 648

    106

349

6

  0.1

  2.6

1

 1,365

    108

58

―

  0.0

  4.9

20

3,641

204

2,041

 ―

    0.0

    6.9

 過年度役員退職慰労          

         引当金繰入額
182 182 365

役 員 退 職 慰 労 金          

固 定 資 産 圧 縮 損          

関係会社株式評価損          

投資有価証券売却損          
退職給付会計基準変更時差異

2

―

―

―

―

―

―

17

41

956

―

4

27

41

956

税引前中間（当期）純利益  2,438   9.7  3,320  11.9 3,293     6.2

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額            

1,501

△ 511

  6.0

△2.1

1,784

△ 430

  6.4

△1.6

  2,434

     △ 1,537

4.6

△2.9

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益             1,447   5.8  1,966   7.1   2,396     4.5

前 期 繰 越 利 益            939 984   984

中 間 配 当 額            

利 益 準 備 金 積 立 額            

        ―

―

        ―

―

  233

   23

中間（当期）未処分利益             2,386  2,950 3,124
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Ⅲ  中間財務諸表作成の基本となる事項

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）たな卸資産

商品、製品、原材料、仕掛品 ………… 総平均法に基づく原価法

貯蔵品 …………………………………… 最終仕入原価法に基づく原価法

（２）有価証券

子会社株式及び関連会社株式 ………… 総平均法に基づく原価法

その他有価証券

時価のあるもの ……………………… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は総平均法により算定）

時価のないもの ……………………… 総平均法に基づく原価法

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産及び投資その他の資産（投資不動産等）の減価償却方法は定率法、ソフトウェア以

外の無形固定資産及び投資その他の資産（長期前払費用）の減価償却方法は、定額法によっており

ます。市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量に基づく償却額と、残存有効期間（３

年以内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上しております。自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金 ……………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

（２）賞与引当金 ……………………………… 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上

しております。

（３）退職給付引当金 ………………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生していると認められる額を

計上しております。

数理計算上の差異につきましては、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０

年）による定額法により、翌会計年度より費用処理し

ております。

（４）役員退職慰労引当金 …………………… 役員の退職慰労金の支出に備えて、当社内規に基づく

中間期末要支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。

５．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。
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６．ヘッジ会計の方法

外貨建金銭債権債務のうち、為替予約を付すものについては、振当処理を行っております。また、

外貨建の予定取引の為替リスクのヘッジについては、繰延ヘッジ処理を行っております。

７．消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

【追加情報】

（自己株式）

前事業年度まで流動資産の「その他」（前中間会計期間末２百万円、前事業年度末０百万円）に含め

て表示しておりましたが、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間末においては資本に対す

る控除項目として「資本の部」の末尾に表示しております。
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Ⅳ  注 記 事 項       
（中間貸借対照表関係）

（単位：百万円）

                       期 別   

項 目   
当中間会計期間末
(平成 14年３月 31日現在)

前中間会計期間末
(平成 13年３月 31日現在)

前 事 業 年 度 末        
(平成 13年９月 30日現在)

１．有形固定資産減価償却累計額 ４４，７９９ ４０，６４７ ４２，７０４

２．担保資産

有 形 固 定 資 産             ６，３８４ ７，６９１ ７，５９９

３．偶発債務

保 証 債 務          ８９５ ９６３ ９３９

４．発行済株式総数の増加

転換社債の転換による増加

株 式 分 割 に よ る 増 加            

１２１，４５８株

―

２６４，２９４株

―

１，０１２，０９０株

３３，３４７，６５０株

５．中間（期末）会計期間末日

満期手形の会計処理

中間会計期間末日満期

手形の会計処理につい

ては、手形交換日をも

って決済処理しており

ます。なお、当中間会

計期間末日が金融機関

の休日であったため、

次の中間会計期間末日

満期手形が中間期末残

高に含まれておりま

す。

  受取手形  ３３９

中間会計期間末日満期

手形の会計処理につい

ては、手形交換日をも

って決済処理しており

ます。なお、当中間会

計期間末日が金融機関

の休日であったため、

次の中間会計期間末日

満期手形が中間期末残

高に含まれておりま

す。

  受取手形  ４６６

期末日満期手形の会計

処理については、手形

交換日をもって決済処

理しております。

なお、当期末日が金融

機関の休日であったた

め、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれ

ております。

受取手形  ３２２

（中間損益計算書関係）

（単位：百万円）

当中間会計期間 前中間会計期間 前 事 業 年 度                              期 別   

項 目   
自 平成 13年 10 月１日

至 平成 14年 3月 31日

自 平成 12年 10 月１日

至 平成 13年 3月 31日

自 平成 12年 10 月１日

至 平成 13年９月 30日

１．減価償却実施額

有 形 固 定 資 産           ２，５１８ ２，０５６ ４，５４６

２．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる

研究開発費
３，４６６ ３，３４８ ６，９２７
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（リース取引関係）

（単位：百万円）

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

（
自 平成１３年１０月１日
至 平成１４年３月３１日

）（
自 平成１２年１０月１日
至 平成１３年３月３１日

） （
自 平成１２年１０月１日
至 平成１３年９月３０日

）

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１． リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

（工具、器具及び備品）

取 得 価 額 相 当 額              ３１４

減価償却累計額相当額    ２４２

中間期末残高相当額                ７１

（注）なお、取得価額相当額は、有

形固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期末

残高の割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定してお

ります。

２． 未経過リース料中間期末残高

    相当額

1 年 以 内                  ４０

1 年 超                  ３０

  合 計                  ７１

（注）なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

３． 支払リース料及び減価償却費

    相当額

支 払 リ ー ス 料                 ２７

減価償却費相当額         ２７

４． 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１． リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

（工具、器具及び備品）

取 得 価 額 相 当 額              ３１４

減価償却累計額相当額    １８８

中間期末残高相当額              １２６

（注）なお、取得価額相当額は、有

形固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期末

残高の割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定してお

ります。

２． 未経過リース料中間期末残高

    相当額

1 年 以 内                  ６４

1 年 超                  ６２

  合 計                １２６

（注）なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

３． 支払リース料及び減価償却費

    相当額

支 払 リ ー ス 料                 ３７

減価償却費相当額         ３７

４． 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１． リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

（工具、器具及び備品）

取 得 価 額 相 当 額              ３１８

減価償却累計額相当額              ２２３

期 末 残 高 相 当 額                ９５

（注）なお、取得価額相当額は、有

形固定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高の割

合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

２．未経過リース料期末残高

    相当額

1 年 以 内                  ４８

1 年 超                  ４６

  合 計                  ９５

（注）なお、未経過リース料期末残

高相当額は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース

料期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定

しております。

３．支払リース料及び減価償却費

    相当額

支 払 リ ー ス 料                 ７５

減価償却費相当額                 ７５

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。
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（有価証券関係）
当中間会計期間末（平成１４年３月３１日現在）

時価のある子会社株式および関連会社株式は所有しておりません。

Ⅴ  売上高の概況

（１）主な製品別の内訳

（単位：百万円）

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度      

(
自 平成 13 年 10 月１日

至 平成 14 年３月 31 日
) (
自 平成 12 年 10 月１日

至 平成 13 年３月 31 日
) (

自 平成 12年 10 月 1日

至 平成 13年 9月 30日
)

期 別   

主な製品名 金 額    構成比率 金 額    構成比率

対前中間

期間増減

比 率    金 額    構成比率

光電変換管        （3,859）

    5,405

       ％

 （15.4）

   21.6

  （3,147）

    5,190

       ％

 （11.3）

   18.6

      ％

 （22.6）

    4.1

 （6,804）

  10,400

      ％

 （12.9）

   19.7

イメージ機器

および光源

  （1,520）

    3,678

 （ 6.1）

   14.7

  （1,801）

    4,670

 （ 6.5）

   16.8

(△ 15.6）

△ 21.2

 （3,359）

   8,367

 （ 6.4）

   15.9

光半導体素子      
   (4,178)

   10,830

 （16.7）

   43.3

   (4,149)

   12,126

 （14.9）

   43.5

 （ 0.7）

△ 10.7

  (8,513)

  22,930

 （16.1）

   43.5

画像処理・      

計 測 装 置      

   (1,236)

    4,657

 （ 5.0）

   18.6

   (1,507)

    5,373

 （ 5.4）

   19.3

(△ 18.0）

△ 13.3

  (3,042)

  10,129

 （ 5.8）

   19.2

そ の 他      
   (   35)

      442

 （ 0.1）

    1.8

   (   17)

      486

 （ 0.0）

    1.8

  (105.9）

△  9.1

  (   48)

     894

 （ 0.1）

    1.7

合 計    
  (10,829)

   25,014

 （43.3）

  100.0

  (10,622)

   27,847

 （38.1）

  100.0

 （ 1.9）

△ 10.2

 (21,767)

  52,722

 （41.3）

  100.0

（注） 金額及び構成比率欄の（  ）内数字は内数であり、輸出販売額及び輸出販売比率であります。

（２）地域別の内訳

（単位：百万円）

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度      

(
自 平成 13年 10 月 1日

至 平成 14年３月 31日
） （
自 平成 12年 10 月 1日

至 平成 13年３月 31日
） (

自 平成 12年 10 月 1日

至 平成 13年 9月 30日
)

期 別    

地 域 別    金 額   構成比率 金 額   構成比率

対前中間

期間増減

比 率    金 額   構成比率

国 内     14,184 56.7％ 17,224 61.9％ △ 17.6％ 30,954 58.7％

米 国     4,964 19.8 5,219 18.7 △  4.9 10,970 20.8

欧 州     3,076 12.3 3,117 11.2 △  1.3 6,247 11.8

ア ジ ア     2,674 10.7 2,187 7.9 22.3 4,359 8.3

そ の 他     114 0.5 98 0.3 16.7 190 0.4

合 計   25,014 100.0 27,847 100.0 △ 10.2 52,722 100.0



　（３）業界別の内訳　

　　（単位：百万円）

光電子増倍管

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

分析機器 944 1,067 1,067 953

医用機器 1,933 1,937 2,273 2,150

計測機器 546 634 666 790

産業用機器 461 555 260 305

学術研究 464 692 602 770

その他 291 302 339 435

５３期下 ５４期上 ５４期下 ５５期上

イメージ機器および光源

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

分析機器 831 952 917 918

医用機器 352 381 435 575

計測機器 93 101 133 70

光学・写真機器 149 138 118 130

産業用機器 2,282 2,444 1,627 1,447

保安・警報機器 109 129 87 91

その他 487 523 377 445

５３期
下
５４期
上
５４期
下
５５期
上

画像処理・計測装置

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

医用機器 145 203 196 156

分析機器 86 101 93 111

計測機器 154 166 174 89

産業機器 2,032 2,381 2,023 1,864

学術研究 1,050 1,563 1,019 1,646

その他 576 632 890 552

５３期下 ５４期上 ５４期下 ５５期上

光半導体素子

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

通信・情報機器 2,194 3,124 1,858 2,373

医用機器 2,020 2,368 2,570 3,011

産業用機器 1,642 1,844 1,618 1,415

分析機器 663 781 748 641

輸送機器 741 811 899 915

計測機器 925 1,130 967 568

民生機器 497 564 601 449

その他 1,466 1,499 1,538 1,454

５３期
下
５４期
上
５４期
下
５５期
上
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